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A  B  S  T  R  A C  T  

雇用創出を優先することで気候危機と経済的不公平に同時に対処するグリーン・

ニューディール（GND）政策案は、世界各国・各自治体で、レベルの異なる様々な

政府に向けて策定されている。最も注目されたのは2019年にオカシオ・コルテス下

院議員とマーキー上院議員が議会に提出した米国の連邦政府のGNDである。そ

れ以来、GNDの統合的な多部門的アプローチを共有する、複数の気候政策提案

が登場している。現在まで、GNDフレームワークの諸提案の比較評価はほとんど

行われていない。世界中の都市・地域・国家がCOVID-19パンデミックからの回復

を計画し、経済的不公平の悪化や、人種的不公平、気候の激変に対応していく中

で、環境・経済・社会問題を統合的アプローチにより同時解決するための政策を

研究する必要性が、これまで以上に高まっている。この論文では、地方自治体から

国際的規模まで、複数のレベルの政府にまたがる14のGND型政策案を検討し、

その構造や詳細度、目標を比較してゆく。私たちはGNDフレームワークが、従来

の市場志向ないしは人間行動志向の戦略よりも幅広く、気候変動を引き起こす複

数の複雑な要因に立ち向かうための、新たな多面的な政策アプローチとして浮上

していることを発見した。 
 

 

 
1. はじめに 

世界各地で山火事やハリケーン、干ばつ、洪水、異常気温などの

気候変動が深刻化する中で、現在予測されている人的・経済的損

失を防ぐためには、革新的な政策によるシステミックな変化が必要で

あることが、ますます広く認識されている [1,2]。気候変動と社会的公

正、経済活動が相互に深く関連していることが広く認識されてきたこ

とから、変革に焦点を当てた気候正義運動が高揚しており、それらは

すべての気候政策の中核に公平性と社会的公正を据えることを提

唱している [1-7]。経済的な格差を悪化・永続させるような気候政策

を提案するよのではなく、化石燃料ではなく再生可能エネルギーを

用いる低炭素社会への移行によって最も影響を受けるコミュニティ

に、力を与え支援するという「公正な移行」に焦点を当てた新しい政

策が、急速に登場している。これらの政策は、気候危機を悪化させ

るに至った社会的・経済的構造に明確に対処し、国内外の脆弱な

人々の保護を優先するものである [8]． 
これらの新しい政策案の中でも、最も顕著で影響力のあるものは、

米国のグリーン・ニューディール（GND）決議である (H.R. 109 
Recognizing the duty of the Federal Government to create a Green 

 New Deal)。これは2018年に提案され、2019年2月に米国議会に提

出された[9]。14ページからなる2019年のGND決議は、温室効果ガス

（GHG）の排出量と汚染の削減、雇用、インフラ、家計、健康、公平性

に関する、分野の垣根を超えた大規模な国家目標を記述している。

10年間の集中的な投資と総動員を求める提案の、幅広さと野心は、緊

急の行動を求める最近の気候科学の報告書を参照して正当化され

ている。この決議は、気候変動が米国にとって直接的な脅威であり、

環境や生態系、社会の不安定さを助長しているという主張に基づい

ている。したがって連邦政府には、職業訓練や雇用創出、インフラ、

医療、住宅などを通じて、環境に配慮した健全な経済への移行を促

進するべく、大規模な公共投資を行う責任と可能性があるとする。明

確に1940年代のニューディールを連想させることによってGNDは、失

業を緩和し、物理的なインフラを開発し、公共事業を実施するための

公的な総動員における、大規模な米国連邦政府の投資の例を想起させ

ている[10]。ニューディールが米国社会にポジティブな結果をもたら

したことは広く認識されているが、提案されたGND（H.R.109）は激し

い反対に遭った。そして、提案された政策ビジョンの経済的・政治的

実現可能性について熱い議論が交わされてきた[11]。 
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リベラルな民主党員によって策定・提案されたGNDに対する世論

は、一部の中道の民主党員も反発を見せたが、共和党が大規模な

公共投資と気候変動対策の両方に反対しているため、主に党派に

沿って二極化している。米国の主要メディアは党派性が強く、GND
が最初に提案された直後には、多くの共和党員がそれを厳しく批判

したが、これはGustafson et al. (2019)が「Fox News効果」と呼ぶもの

である。このメディアによる批判的な報道が増えると、保守的な共和

党員の間で、この政策への支持が急激に低下したという[8]。 
連邦政府のGND決議をめるぐ激しい党派的な議論にもかかわら

ず、州・自治体・地域・部族を含む各レベルの政府においては、複数

分野の統合的調整と投資の必要性を主張する、様々な新提案が急

速に登場してきた。正義(justice)をテーマにした野心的な気候政策

は他の国でも実施されているが、H.R.109は社会的・経済的・気候的

な目標のための前例のない投資を、地域社会の公正な移行と、

GHG排出量に応じた公平な気候成果とに、明確に結びつけた初め

ての提案である[12]。米国の連邦レベルでの提案の、野心とインスピ

レーションに基づいて、こうしたGNDタイプの政策は、米国の都市か

らEUにいたるまでの複数レベルの政府において、環境・労働・イン

フラすべてを再生可能エネルギーでまかなう社会に移行するうえで、関

連しあう諸方面への大規模な公共投資を、促進するために提案され

ている。幅広いコミュニティや運動団体、そして組織が、先住民の権

利や人種的平等、そして労働者の権利を含む彼らの優先事項を主

張するために、GNDのフレームワークを活用している。 
GNDのフレームワークを用いた提案の中には、具体的な経済

的・政策的メカニズムを含んでいるものもあるが、最初の2019年の連

邦政府のGND提案は、大まかな目標に焦点を当てており、政策設計と

実施の具体的な内容は以後の検討に任されている。経済的・政治的・

システム的な移行のフレームワークを統合した研究など、国レベル

のGNDの実現可能性に関する新たな研究が増えている[3,13-16]。こ
の研究のほとんどは、COVID-19のパンデミックが始まる前に発表さ

れたものであり、その後のCARES法 (新型コロナ対策法、Coronavirus 
Aid, Relief and Economic Security Act)を通じて米国の労働力に対し

て、前例のない連邦政府の投資が行われる前のものであり、米国に

おける大規模な公共投資の必要性がこれほどまでに切実かつ広範

なものになる前のものである。世界中の都市や地域が、失業率の大

幅な上昇や、COVID-19で明らかになった社会的不平等の深刻化

に直面している今、パンデミックからの復興は、雇用の創出、過去の

不公平への対処、再生可能エネルギーへの移行の加速など、複数

目標を同時達成するための公共投資を実施する、新しいメカニズム

をもたらすものである。アメリカでもヨーロッパでも、GNDのフレーム

ワークはパンデミックからの復興の一環であるとともに、気候危機に

立ち向かうための重要なフレームワークとして明確に認識されてい

る。とはいえGND型フレームワークを適用するすべての気候政策が、

GNDという言葉を用いて、オリジナルのGND提案に依拠しているわ

けではない。例えば、バイデン政権は気候政策に対して「沈黙」ア

プローチを取っているように見える。導入以来H.R.109を妨げてきた

ような、偏ったメディア報道や政治的な反対を避けるために、彼らの

気候政策をGNDに結びつけることを避けているのである[8,17]。バ
イデンとハリスの政権がその野心的な気候計画を、明確にGNDを関

連付けないように注意しているのとは対照的に、欧州委員会は2019
年の欧州グリーンディールを、NextGenerationEUのCOVID-19リカ
バリーと統合している[18]。 

米国内外の各レベルの政府でGND提案への支持が高まってい

るにもかかわらず、様々なGND型の気候政策提案の詳細なレビューと

比較はなされていなかった。このギャップを認識し、本稿では14の著名

なGND型提案の比較評価を行い、それぞれが提案する目標と実施

メカニズムを分析した。この研究は、公平性に焦点を当てた変革的な

気候変動対策を含む、あらゆる政策案の包括的レビューではないが、

様々な文脈と規模の、一連のGND型政策案を検討したものである。

注目された問題やその起源、アジェンダ設定のアプローチに関する

類似点と相違点を論じている。気候政策の設計と実施に関して、全

体論的で公正な未来への効果に注目し、COVID-19からの復興アジ

ェンダとの相乗効果の可能性を検討したものである。 
 

2. 背景気候政策への新しいアプローチ 
 

2.1. GNDフレームワークの特徴 
GNDフレームワークを適用した政策提案は、これまで提案されて

きた伝統的なコスト志向の気候政策や、化石燃料に依存し続けるこ

とを前提とした現状維持策（BAU）とは一線を画す、気候政策の新し

いアプローチの一部である（図1）。本稿では「グリーン・ニューディー

ル」という言葉を明示しない政策提案を含めて、GND型のフレーム

ワークを適用した新しいタイプの統合的な気候政策として、GND提

案またはGND的な政策を参照した。炭素税やキャップ・アンド・トレ

ード政策などの伝統的なコスト志向の気候政策は、気候変動に関す

る公共政策の議論を支配してきた。伝統的な政策は、市場ベースの

アプローチに焦点を当てており、気候変動は外部性であり、コストを

内部化することで対処できるという経済学的仮定に基づいている

[19]。これらの政策は、気候変動を、技術的な解決を必要とする個

別の孤立した問題であるとする「気候孤立主義」のテクノクラートの

枠組みに基づいており、温室効果ガスの排出削減に狭く焦点を当

てる傾向がある[20]。市場志向の政策は、再生可能エネルギーの獲

得や温室効果ガス排出量の削減に貢献してきたが、温室効果ガス排

出量を大幅に削減し、気候変動に基づく災害やそれによる人的・経

済的損失を最小限に抑えるために必要な回復力を構築するための

システム変革を実現するには、不十分と考えられるようになってきた

[1,3,21-24]。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、さまざまな

気候政策のアプローチに対応して気候変動を予測する代表的濃度

経路（RCP）を作成した[25]。これらの経路において、BAUは追加的

な気候政策がない未来を表しており、主に化石燃料に基づくエネル

ギーシステムの継続を意味している。このシステムは、気候の影響

や資源へのアクセスに関する構造的な不公平を永続させ、気候変

動や、最も脆弱な人々の罹患率や死亡率の増加につながる[2,26]。
GNDのような政策やコスト志向の気候政策など、野心的な新しい気

候政策がなければ、依然として化石燃料の使用に支配され、経済

的に不安定で不公平な状態が続き、壊滅的な気候破壊が起こる未

来が予想される（図1）。IPCCのRCPでは2100年までの未来を予測

しているが、GND政策では2050年までの近未来の目標を提案して

いることを、この図は反映している。 
GND型フレームワークが他のタイプの気候政策と異なるのは、排

出量を削減するだけでなく、気候変動に対するコミュニティの回復力を

高めるためにデザインされた、大規模な投資に基づいている点であ

る。GND提案の目標は、単に経済を脱炭素化するための短期的で

費用対効果の高い社会変革だけでなく、雇用・健康・社会的公平性

に関連する長期的な社会的・経済的成果をも含んでいる。これまで

提案された気候政策の多くは排出削減目標が、技術開発へのインセ

ンティブや、炭素税を含む経済的メカニズムによって達成されると想定 
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図1. 2050年までの3つの異なる気候政策経路。新たな気候政策を導入しない「現状維持(BAU)」と伝統的なコスト志向の気候政策、グリーン・

ニューディール政策。 
 

 
しているが、GND提案は、社会的不公平に対処する上で、再生可

能インフラへの投資と雇用を結びつけ、化石燃料の使用を廃止す

る経済的転換の中で、その副次的利益として排出削減を位置づけ

ている[27]。GNDの支持者は、化石燃料依存による環境破壊と社

会的不公平は密接に関連しており、これらの問題に対処する政策

は、両方に同時に対処しない限り効果的ではないと主張している[28]。
GNDフレームワークは、公正な移行の構成要素として特徴づけら

れる。それは、再生可能エネルギーへの経済的な移行による雇用

効果や、化石燃料によるエネルギー汚染から現場のコミュニティが

長年受けてきた損害を考慮するものである[4]。この複雑な問題群

に対処するため、GND提案はふつう、環境問題やクリーンエネル

ギー、公平性、健康、排出削減などを、複数のセクションにわけて

概念化して説明している。 
気候関連の多分野の、経済全般型アプローチとして、GND政策は、

気候の緩和・適応・回復力への投資を含んでいる。この統合された

アプローチは、より広範な革新的な社会変革の機会を提供し、脱炭

素化に伴って、気候正義と経済正義に取り組む機会を提供する

[20]。今後の気候変動という課題の規模を考えれば、必要とされる

気候変動対策の規模が、社会経済構造の既存の要素を部分的に

組み替えるよりも、はるかに大きなものであることを、GND政策は認

識している [1,29]。これらの政策は、システミックな変革にさいして、

経済活動の増加がじかに炭素消費の増加に寄与しないような、経

済成長と炭素消費とを切り離すための社会的イノベーションが必要

なことを認めている[29]。一部の学者や活動家は、必要とされる社

会変革のために、脱成長（物理的な生態系の境界内まで経済活動

を削減すること）が重要であると示唆しているが、GND提案に含まれ

る切り離し（デカップリング）は、GHG排出に寄与しない方法での継

続的な資源消費を前提としている。一部の学者は、脱成長ではなく

切り離しを特徴とするGNDが、北半球だけでなく世界中で上昇する

生活水準を満たし、雇用機会を拡大するために必要であると主張し

ている[27]。 
 

2.2. GNDフレームワークにおける公平性と社会正義 
公正な移行の「公正(just)」という部分は、公平性の向上、すなわ

ち機会へのアクセスを修復し、公平にすることに焦点を当てている。、

これはGNDフレームワークの優先的な社会目標である。H.R.109で
は、公平性は「現在の抑圧を止め、将来の抑圧を防ぎ、最前線で弱

い立場にあるコミュニティの歴史的抑圧を修復すること」と表現されて

いる[30]。化石燃料による気候変動への影響だけでなく、米国内外

の多くの不利な立場にあるコミュニティは、エネルギー生産や流通に

関わる有害な最前線の共同体で生活し、働いており、より高いエネ

ルギー料金を支払っているにもかかわらず、これらの現場の近くで環

境被害や健康被害をこうむっている[31]。世界的に見て，気候変動

に対して最も脆弱なコミュニティは、GHGの排出量が最も少ない [32]。
これらの弊害を是正し、エネルギーシステムを脱炭素化するために

は、技術的な変化が不可欠であるが、悪化する気候危機のリスクを低

減するためには、社会的なイノベーションも不可欠である。脱炭素化

にだけに焦点を絞ったよくありがちな政策は、経済的不平等や人種

的不正義を拡大する結果になることに、気候正義運動やエネルギー

正義の研究者たちは注目している。その理由は、特権的に恵まれた

な家族やコミュニティに、政策的インセンティブや給付がより多く与え

られることである [33-35]。エネルギーがどのようにして生産・輸送され

るかだけでなく、周縁化されたコミュニティにエネルギー投資がどのよ

うに分配されるかを、詳細に確認する必要性が高まっている。気候変

動の原因と影響は、健康格差や権力格差、経済格差、そして社会的

格差と深く結びついている。そのため、公平性のための取り組みと気

候変動対策とを統合することが、米国でも世界でも必要だということ

が、ますます明らかになっている。頻繁に災害が発生し、人々の生活

や人生が不安定になっていく中で [2,31,36]、あらゆる種類の脆弱性

に対処するための統合的なアプローチが、ますます重要になってい

るのである。 
 

2.3. 政治的実現可能性 
H.R.109が最も注目されてきたが、GNDの提案は様々な規模で存

在している。米国の連邦規模のGNDは依然として論争の的となって

おり、2021年半ばの時点では法制化されていないが、他の州や自治

体では、GND提案は立法化されている。これまでに出てきた様々な

GND提案の中で、超国家機関であるEUの公式政策である

NextGenerationEUと、州議会で可決されたニューヨーク州の気候リ

ー ダー シッ プ ・ コ ミ ュ ニテ ィ 保 護 法 (Climate Leadership and 
Community Protection Act, CLCPA)は、いずれも法制化されている。

・大部分が化石燃料のエネルギーシステム 

・構造的な不公平・貧困・不安が続く 

・気候・健康の破局が高く付く 

・気候被害による移住と死亡 

・化石燃料と再エネが混在するエネルギー体系 

・構造的な不公平が続く 

・気候破局や移住のコストがやや下がる 

・再エネによる排出ゼロのエネルギー体系 

・環境・労働正義により公平性と健康が改善 

・気候破局や移住が最小化される 

現状維持 

現在 

伝統的なコスト志向の気候政策 

グリーン・ニューディール政策 
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アメリカの連邦レベルでは、GNDは前提があまりにも曖昧で、時間

的にも規模的にも野心的すぎ、現在の両極化した議会にとっては、

その権限や能力を超えた変革であるとして、一部の人たちから否定

されている。他の人々は、GNDは範囲が広すぎて、政府は資金をま

かなえないと主張している[37]。これらの議論に応じる形で、米国の

連邦レベルのGNDが、政治的・経済的に実現可能かどうかを扱っ

た重要な文献が現れている[3,13-15,22,38,39]。米国の連邦レベル

のGNDとして提案されたものの、規模と範囲については議論の余地

があるが、大規模で巨額の政策措置については、米国議会で前例

がないわけではない。1930年代以降のニューディールに加えて、今

世紀だけでも経済不況や環境災害、そして最近ではCOVID-19の
健康危機のために、大規模な救済策が何度も可決されている。米

国では、化石燃料メジャーによる気候変動否定論が根強く、気候変

動政策は急進的なものも、漸進的なものも、連邦レベルで可決され

る可能性が低い[5]。しかし異常気象や異常気温、歴史的な干ばつ

による火災の拡大、生物多様性の損失、沿岸地域の海面上昇など、

気候変動がすでに緊急事態となっているため、野心的な気候政策

の提案が必要だという認識が高まっている[22,40]。社会全体での、

特に人間の厚生や経済にとっての大打撃を防ぐには、漸進的な気

候政策では不十分であることが、ますます明らかになっているので

ある[5]。 
クリーンエネルギーの成長が既存の化石燃料産業を脅かし始め

ると、彼らは自分たちの利益に悪影響を与えうる政策に抵抗するた

めに、政治的影響力のネットワークを動員する[2,41]。これは、環境

問題に対処しようとするあらゆる政治的提案においても同様である

[42]。グリーン・ニューディールのような革新的な政策を成立させる

には、超党派の支持が必要と考えられる。保守派のニュースメディ

アや政治家達がGNDに罵詈雑言を浴びせる前から、米国市民の

大多数はGNDに賛成していた。実際には、GNDが最初に提案され

てから2年以上が経過した2021年半ばでも、米国市民の大多数は連

邦政府のGNDと、気候変動対策全般を支持している[8,37,39]。 
 

2.3.1. 経済的実現可能性 
GNDに対して最も頻繁になされる議論の一つは、それがあまりにも

費用がかかるということである[13]。H.R.109のビジョンを実現するため

に必要な具体的な政策メカニズムは、いまだに確定されていないが、

公共投資の規模は確実に大きなものとなる。しかし、多くのGND推

進者と気候活動家は、大規模な気候支出を行わないことのコストの方

が、全国のコミュニティがより深刻で極端な気候災害に、さらに頻繁に

対応し続けなければならなくなるせいで、はるかに高くつくという証拠を

挙げている[38]。個別のGND提案のコスト見積もりは、何が含まれて

いるかによってかなり異なる。ある人は、非常に野心的な米国の連

邦GNDのコストは、10年間で約16兆ドルになると推定している。これ

は、COVID-19パンデミックが2020年1月から10月の間にアメリカにも

たらしたコストとほぼ同額であり、アメリカの納税者によって支払われた

32年間の化石燃料補助金とも同額であり、CARES法の費用のちょうど

8倍に相当する[43]。GND推進派は、化石燃料補助金の終了や、

軍事費の削減、再生可能エネルギーの販売、そしてGNDによって

生み出された新たな雇用から生まれる所得税収によって、これをカ

バーするための収入が得られると主張している[24]。ケインズ主義

的な分析では、GNDの資金調達に際して連邦政府が対処すべき

問題は、人々を雇用してインフラやクリーンエネルギーシステム、社

会政策インフラを建設・更新するための、投資資金を見つけることで

はない[13,14]。むしろ、政府はこの大規模な投資によって、物価上

昇が行き過ぎないように注意する必要がある。ただし、物価上昇の

管理については、連邦政府には手段も経験も備わっている。 

3. 方法論的アプローチ 
この研究では、様々な政府規模における、GNDフレームワークの

特徴を備えた14の異なる気候政策提案を比較している。これらの

GND的政策案は、ケーススタディの比較研究のために意図的に選

択した。それらは、注目を集める独特の事例の、その多様性を確保する

ために、広範な調査に基づいて選ばれたものである。政策案の集合は包

括的なリストではない。世界には他にも、様々なレベルの政府で

GND政策案が検討中である。選ばれたケーススタディは、一般化可

能な結論を示す代表的なGND的政策案のサンプルとは言えないが、

推論の基礎としては有益であろう[44]。レビューされた提案の中には、

すでに法制化された2つのGND政策がある。NextGenerationEUと、

ニューヨーク州の気候リーダーシップ・コミュニティ保護法(CLCPA)が
それである。さらに本論文では、地方自治体から連邦政府までの10件
の政策と、先住民ソブリンティの枠内での2つの提案を検討している（表

1）。米国でも世界でも、気候政策はダイナミックに進化しているが、

14の提案に関する本稿の比較検討は、ケーススタディのセットとして、

GNDフレームワークに適合する政策のバリエーションを考える一助と

なるであろう。 
私たちは、米国の連邦レベルのGND案であるH.R.109をはじめと

する、2019年と2020年に提案されたGND的気候政策（図2）を、

H.R.109で定義された6つのトピック領域（気候変動の緩和、雇用と労

働、インフラ、公平性、健康、教育）に基づいて分析・比較した。私た

ちは、提案に含まれる議論や目標の、相対的な広さ・深さ・詳細さに

基づいて、様々なGND提案を体系的に検討し、コード化し、比較す

るための定義基準を開発した。それぞれのGND型政策提案が、特

定の議論を行う段落や最終目標、数値目標を有しているかどうか、そ

れらが気候・エネルギー・環境を公平性と結びつけているか、さらに

は雇用・インフラ・健康・教育のうちの1つ以上と結びつけているかに

ついて、評価した。次に気候とエネルギーや、雇用とインフラ、そして

公平性に関する目標と計画の詳細さを分析した。詳細さは、具体的

な目標や計画がないもの、目標はあるが達成するための具体的な計

画がないもの、目標や計画はあるがあまり詳細ではないもの、詳細な

目標とそれを達成するための具体的な計画があるもの、に区分され

る(表2)。 
 

4. 結果 
これら14の提案を分析すると、GND的政策に含まれるテーマが

幅広いことと、具体的な計画の詳細さに違いがあることがわかる。提

案の中には、テーマについて幅広く議論しているものの、具体的な

目標や計画があまりないものもあれば、定量的な目標を達成するため

の明確な法的・政策的道筋が含まれているものもある（表2参照）。

NextGenerationEUでは、雇用や医療、公平性を目的としたプログラム

に対して大規模投資を行うと宣言しているが、再生可能エネルギー開

発以外の環境対策については、具体的内容が限られている。「再生

可能な経済への人々の方向付け (A People’s Orientation to a 
Regenerative Economy)」は、比較的包括的なテーマを扱っており、

議論は十分に行われているが、実行計画が限られている。一方で

「レッドディール」は、具体的な計画ではなく価値観を示したもので

あり、H.R.109の視野を、先住民族のさらなる開放へと広げる役割を

果たしている。「カナダのグリーン・ニューディールに関する協定(カ
ナダGND協定、CA PGND)」は、14の提案の中で最も簡潔なもので、

レッドディールと同様に、先住民の権利に特に焦点を当てた価値観の

表明である。 
米国連邦レベルでは、H.R.109は、2030年までに温室効果ガスの

排出量を正味ゼロにするという目標を中心に、社会・経済・気候に

関する将来の目標について幅広いビジョンを示し、公平性と正義に 
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ついての議論に重点を置いている。THRIVE Agendaは、同じように

経済と気候の目標を設定しているが、2020年の人種的正義のための

抗議活動と直接の対話を行い、社会的・労働的正義の要素を含めて

いる。それとは対照的に、サンダースGNDとバイデンプランは、どちらも

詳細な気候的・経済的・社会的公正の目標と計画を示している。た

だし、サンダースGNDが様々な分野への多額の投資によって構成さ

れているのに対し、バイデンプランは主に環境正義の要素をつよく

持つ雇用を強調している。地域的な提案である「南部湾岸地域の

GND（Gulf-South GND, GS GND）」とRenew New Englandは、どちら

も雇用と公平性を中心にしているが、数値目標はない。 
広域のRenew New Englandは詳細な資金計画を提示している。具

体的な気候・公平性・インフラの目標とそれらを達成するための道筋を示

したマサチューセッツ(MA)のGNDから、具体的な実施計画なしに気

候変動対策と公平性の向上を求めたカリフォルニア(CA)のGNDにい

たるまで、州レベルの提案にはより多様性がある。ニューヨーク州の気

候リーダーシップ・コミュニティ保護法(CLCPA)はその中間に位置し、

詳細な気候目標を備え、社会問題にも概念的に焦点を当てているが、

実施計画はいまだ含まれていない。ボストンのGNDは、法律的にも政

治的にも実行可能な道筋を志向しており、明確でユニークなものとな

っている。選挙運動の一環として作成されたGND案（サンダースおよ

びバイデン、ウーの案）は、最も具体的で詳細な内容を含んでいる。 
提案の相対的な詳細さを表2に示したが、これはどの提案が他の提

案よりも、客観的に良いか悪いかを意味するものではない。政策が適

用される政府のレベル、政策プロセスにおける作成者の役割、ディス

カッションの節で述べるその他の考慮事項など、さまざまな要因によ

って、政策の野心や実現可能性、対象となるセクターへの潜在的な

影響とは無関係に、政策の詳細さが決定されている。 
 
4.1. 気候変動緩和目標 

GNDの提案の中でも、気候緩和（排出削減）の具体的な目標をどのよう

に盛り込むかについては大きな違いがある。14の提案のうち11の提案が

気候緩和の数値目標を設定しているが、そのうち3つの提案（南部湾

岸GND、NextGenerationEU、カリフォルニアGND）は具体的な数値

目標を含んでいない（図3）。その他の提案では、2040年までにGHG
排出量を正味ゼロにする（H.R.109）、2040年までにカーボン・ニュート

ラルにする（ボストンGND）、2019年から2030年の間にGHG排出量を

50％削減する（カナダGND協定）など、似ているようで異なる排出量

目標が含まれている。 
サンダースのGNDは、2030年までに電力と輸送に100%再生可能

エネルギーを使用するという目標と、2050年までに経済を完全に脱炭

素化するという目標を持ち、経済全体とセクター別の目標の両方を

組み合わせている。バイデンプランとTHRIVE Agendaはともに「2035
年までに炭素汚染なき電力セクターの実現」を求めており、Renew 
New Englandの目標には、2030年までに100%炭素を含まない電力

消費と、2040年までに炭素を含まない輸送と建物が挙げられている。

マサチューセッツGNDは、2035年かそれより早くに100%再生可能エ

ネルギー電力を実現するのに加えて、ネットゼロの建物基準を提案

している。 
 

4.2. 労働、教育、労働力育成 
労働問題はすべてのGND提案で言及されているが、労働問題が

どのように議論されているかは様々であり、弱者や疎外された人々に

とっての公平性を改善する機会としてフレーミングされている。グリー

ン・ジョブと、公正な移行のための職業訓練は、労働に関して最もよく

言及されている話題である。労働者の権利はいくつかのGND提案で

言及されており、1つの提案では監獄から戻った市民のための雇用が

強調されている。雇用創出は、すべてのGND提案で求められている

投資の主なメリットであり、分析された14の提案のうち13の提案で明確

に言及されている。カナダGND協定は、公平性と気候との間のつな

がりに明確に焦点を当てた短い声明であり、雇用創出にはっきり言及

しない唯一の提案であった。目標の策定と実施計画に関しては、化

石燃料経済から再生可能エネルギー経済への公正な移行の一環と

して、グリーン・ジョブの開発と、再訓練の機会が最も頻繁に強調され

ている。カナダGND協定を除くすべての提案では、脆弱で周縁化さ

れたコミュニティの機会をたかめる方法として、再生可能エネルギー

部門での雇用の開発が提案されている。カナダGND協定では、再生

可能エネルギー部門での雇用を明示していないが、再生可能経済へ

の移行のためのより広範な投資の結果として、高賃金の仕事を強調し

ている。いくつかのGND (H.R. 109, THRIVE Agenda, Biden Plan, 
Sanders GND, Renew New England, CLCPA, GS GND, California 
GND, A People's Orientation to a Regenerative Economy, GND for 
Boston)は、労働者の権利をさらに掘り下げ、透明で公正な賃金のた

めの政策をサポートしている。南部湾岸GNDでは特に、地元に復帰

した人々の雇用機会を優先している。 
すべての提案において、教育は他のトピックに比べてあまり詳しく

言及されておらず、ほとんどの場合（14件の提案のうち11件）、労働

力と人材開発の議論の中で、サブセクションとして言及されているに

すぎない。教育問題が取り上げられる場合は、職業訓練や労働力開

発の観点から議論されることが多く、他の労働問題と同様に、アクセ

スの公平性という大きな問題の中に組み込まれている。 

 

表1 比較検討されるGNDフレームワーク提案を、地理的範囲にもとづき整理したもの 

 超国家・複数国   先住民            連邦           広域      州                   自治体         
NextGeneratio

nEU [18] 
再生可能な経済への
人々の方向付け(A 
People’s Orientation to 
a Regenerative 
Economy) [45] 

カナダのグリー
ン・ニューディー
ルに関する協定
(カナダGND協
定) [46] 

Renew 
New 
England 
[47] 

気候リーダーシップ・コミュ
ニティ保護法(Climate 
Leadership and 
Community Protection 
Act, CLCPA) [48] 

ボストンGND・ジャスト
リカバリー計画 [49] 

 
The Red Deal [50] H.R.109 (米国) [9] 南部湾岸地

域のGND 
[51] 

THRIVE Agenda (米
国) [53] 
 
サンダースGND 
(US) [24]  
バイデンプラン 
(US) [55] 。 

カリフォルニアGND [52]. 

マサチューセッツGND [54] 
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図2. 今回の比較検討の対象となった14種類のGND的提案の時系列。2019年2月に国家レベルのGND提案H.R.109が導入された後、他の

提案が登場した。2020年春のCOVID-19の発症とBlack Lives Matterの抗議活動の復活の後に、数多くの提案が集中的に発表された。時間

軸の上にはGND政策案を、下には関連する国際的な出来事を示した。 
 

 

表2 GND提案の目標と計画の詳細さのレベル。 
 

提案 
Proposal 

 

気候・エネルギー 
Climate and Energy 

雇用とインフラ 
Jobs and  

Infrastructure 

公平性 
Equity 

NextGenerationEU 
   

A People’s Orientation 
to a Regenerative 

Economy 

   

The Red Deal 
   

Canad’s Pact for a 
Green New Deal 

   

H.R. 109 (US) 
   

THRIVE Agenda 
(US) 

   

Sanders GND (US) 
   

The Biden Plan 
(US) 

   

Renew New 
England 

   

Gulf South for a 
GND 

   

Climate Leadership 
and Community 
Protection Act 

   

California GND 
   

GND for MA 
   

Planning for a 
Boston GND & Just 

Recovery 

   

 
 

4.3. インフラ 
インフラ投資は、分析したほとんどのGND提案の、もう一つの中

心テーマである。インフラ投資の目標を明確に設定している11の提

案の中では、これは排出量を削減し、クリーンエネルギーの普及率を

高めるために、既存の物的インフラをアップグレードする機会として、

あるいは雇用を創出する機会として正当化されている（図4）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この2つの枠組みは排他的なものではなく、多くの場合、両方が一

体化している。最も詳細なインフラ関連の提案は、選挙に立候補した

政治家が作成したGNDにある。ボストンGND、バイデンプラン、サンダ

ースGND、そしてマサチューセッツGNDである。この4つの提案は、具

体的なインフラ（住宅、交通、金融、レジリエンス関連）への投資を、雇

用創出に結びつけている。 

3月、WHOが

COVID-19の

パンデミックを

宣言 

5月、人種差

別反対の広

範な抗議活動 

11月、バイデ

ンとハリスが

米国大統領

選挙に勝利 

・ 目標や計画は特になし 

・ 何らかの目標と不明瞭な計画があるが、 

いかにしてその目標を達成するかに 

ついては詳細不明 

・ 目標や計画について言及があるが、 

あまり詳細ではない 

・ 詳細な目標とそれを達成するための 

特定の計画がある 
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図3. GND提案に含まれる2050年までの具体的な気候目標の違い。レビューされたGNDのほとんどは、経済全体の排出量を1990年のレベル

と比較して最大100%削減することを提案している。また、電力部門の低炭素化や脱炭素化もしばしば目標とされる。 

 
 

Renew New England、THRIVE Agenda、H.R.109、CLCPAなどの他

の提案では、インフラへの投資が排出削減目標を達成するための機

会となっている。それは再生可能エネルギーや住宅、交通、農業など

の既存のインフラを更新して、再生可能エネルギーを取り入れ、サー

ビスの提供を改善することであるが、雇用とは明確に関連づけられて

いない。 
 
4.4. 健康 
医療機関へのアクセスや健康上の成果など、健康に関しては、気

候変動が人間の健康に及ぼす悪影響として、14のGND型政策すべて

で明確に言及されている。健康は異常な猛暑や、異常気象時の医療

へのアクセスという観点から、最前線のコミュニティにとって優先されるもの

である。健康はまた、14の提案のうち8つの提案（THRIVE Agenda、
GND for Boston、Renew New England, A People's Orientation to a 
Regenerative Economy, Red Deal, GS GND, Sanders GND, H.R.109)で
は食糧問題に関連付けて、そして7つの提案 (H.R.109, CLCPA, 
Sanders GND, California GND, A People's Orientation to a 
Regenerative Economy, GND for MA, THRIVE Agenda)では従業員

保護の要素として使われている。提案の大部分はCOVID-19の発生後

に発表されたものであり、それ以外の提案のいくつかは、国民皆保険 

数値目標なし 

2030年まで 

2035年まで 

2040年まで 

2050年まで 

・南部湾岸GND 

・レッドディール 

・カリフォルニアGND 

・人々の方向付け 

・NextGenerationEU 

・カナダGND協定： 温室効果ガス50%削減 

・CLCPA*： 温室効果ガス40%削減 (1990年比) 

・サンダース*： 電力と運輸で再エネ100% 

・ボストンGND*： 再エネ電力100% 

・NextGenerationEU*: 電力消費の100％ゼロ炭素 

 

・バイデンプラン、THRIVE Agenda： “電力部門の炭素汚染ゼロ” 

・マサチューセッツGND： ネットゼロ建築と、再エネ100% 

 

・H.R.109： 温室効果ガス排出ネットゼロ 

・ボストンAND*： カーボン・ニュートラル 

・Renew New England*： 運輸と建築のゼロカーボン 

 

・サンダース*： 100%脱炭素経済 

・CLCPA*： 100%温室効果ガス削減（1990年比） 

*複数目標を意味する 
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図4. GND諸提案におけるインフラの利益に関する主なフレーミングの違い。いくつかの提案は雇用創出や排出削減に焦点を当てているが、

3つの提案はインフラの利益を明確に詳述していない。 

 

制度の推進者によって発表されたものである（H.R.109、Sanders GND、

Red Dealを含む）。そのため、健康への配慮がしばしば高いレベルで

盛り込まれているのは当然のことである。医療や健康に関する具体的

な目標は、14の提案のうち3つの提案で明確に示されている。サンダ

ースGNDにはメディケア・フォー・オールによる医療が含まれ、

NextGenerationEUでは短期的なCOVID-19への対応だけでなく、長期

的に持続可能で健康的な環境を実現するためのEU4Healthが示され

ている。Renew New Englandには、コミュニティ医療センターを建設し、

医療従事者の公的教育を拡充し、地域のユニバーサル・ヘルスケア

を実現するための実施計画が含まれている。COVID-19によって医療

制度上の欠陥が明らかにされことにより、これらのGND政策案におい

て、医療投資が優先されるようになったと考えられる。 
 
4.5. 公平性 
ほぼすべてのGND提案では、序文の中でスペースをさいて、気候

や雇用への投資に関連する、昔からの環境的・経済的・社会的不公

正に関する研究に言及している。H.R.109や、ボストンGND、バイデン

プラン、Renew New England、THRIVE Agenda、マサチューセッツの

GNDなどの多くの提案では、環境の質が悪く、まっとうな仕事へのア

クセスが少ない地域で、歴史的に疎外されてきた最前線のコミュニテ

ィを対象に、インフラや雇用への投資を通じて、環境正義と公平性の

問題に取り組むための計画を示している(表3)。 
  どのようにして経済的公平性を達成するかは、GNDの諸提案の中

で、さまざまな形で表現されている。いくつかは直接的な賠償を求め

ているが、他のものは最前線コミュニティや、環境正義が問題となる

コミュニティに対する、間接的な投資を求めている。過去の加害に対

する賠償は、「再生可能な経済への人々の方向付け」と「南部湾岸

GND」においてそれぞれ、汚染者に対する罰金の再投資と、土地の返

還として明確に提案されている。検討されたほとんどのGNDフレーム

ワーク(14のうち9つ)では、不利な立場に置かれたコミュニティへの集

中投資と、公正な移行を優先している。賠償や、選択的かつ公平な

投資に言及していない提案は4つであった。 

5. ディスカッション 
この分析は、GND的な政策提案の多様性を明らかにしている。こ

れらのGND的な政策は、起源や、気候・経済・衡平性への配慮、そ

して実施戦略に関して、大きく異なっている。内容だけを検討する場

合と異なり、これらの文脈的要素を考慮することによって、GND提案が

生まれた条件や、その対象範囲、そしてそれらを支えるステークホル

ダーに関する洞察が得られる。気候変動の影響への注目や、

COVID-19パンデミックの社会的影響と政府対応、米国において人

種的暴力が繰り返されること、そして各GND提案を導入する様々な

勢力の政治的目的が合流することによって、政策の窓が開かれ、野心

的なGND提案でさえも、正当な気候政策と一形態となる機運が生じ

たことを、この分析は示している。 
 
5.1. GND的な政策提言の出現 

ここで検討された各GND提案の発展を、完全に記述することは本

稿の範囲外であるが、これらの政策の誕生に関しては、いくつかの明

白な傾向が確認できる。これらのGND提案は、2種類のアクターによっ

て導入されている。ここで検討されたGNDの大半は、政策立案者や

選挙候補者によって導入されており（14のうち8つ）、残り（14のうち6
つ）は、先住民の主権や、気候変動、環境正義、労働問題などの問

題に取り組んでいる活動家グループやその連合体によって発表され

ている。気候変動が中心的な焦点となる選挙の前後に、革新的な有

権者を集めるために、GND提案を明確化する野心的な政策立案者

もいるが、これらの提案のすべての背後にあるモメンタムは、複数の

政策の窓を利用した草の根団体によってつくられたものである[56]。
2018年のIPCCの1.5℃特別報告書が大きく報道されたことで、地球

温暖化について、既存の気候変動対策の不十分さに世間の注目が

集まり、H.R.109の策定・発表や、活動家コミュニティにおけるグリー

ン・ニューディールに関する議論につながった。COVID-19と人種的

不正義が交差した2020年の危機は、動員力の強化と、同盟関係を

超えた支援、そしてGNDのような提案のための政治的意志に貢献し

た。 

雇用創出のための 

インフラ投資 

排出削減やクリーン 

エネルギーのための 

インフラ投資 

インフラ投資 

目標なし 
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表3 GND政策案における経済的公平性のフレーミング 
経 済 を 通 じ た 
公平性を示したも

の 

賠償について議

論していないも

の 

具体的な投資対

象を提案したも

の 

賠償を明示的に

提案したもの 

NextGenerationEU  公正な移行基金

の約束 
 

A People’s 
Orientation to a 
Regenerative 
Economy 

 先住民コミュニテ

ィに対する公正

な移行のための

投資と、地域投

資に対する黒人

共同組合の尊重 

汚染に対する罰

金を賠償として、

環境正義コミュニ

ティなどに再投

資する 

The Red Deal ダイベストされた

資金をコミュニテ

ィに再投資する

ことは重視してい

るが、賠償や選

択的投資は議論

されていない 

  

Canada’s Pact for 
a Green New Deal 

投資に関しては

コミュニティを優

先していない 

  

H.R. 109 (US)  教育・訓練に対

する投資や、最

前線コミュニティ

の雇用創出と経

済開発 

 

THRIVE Agenda 
(US) 

 投資の40%を、

阻害されたコミュ

ニティの経済的

機会と環境改善

にふりむける 

 

Sanders GND 
(US) 

 最前線のコミュニ

ティのために、

400 億ドルの気

候正義レジリエ

ンス基金 

 

The Biden Plan 
(US) 

 歴史的不公正に

対処し、経済的

機会をもたらす

意味もこめて、不

利な立場に置か

れたコミュニティ

のために、クリー

ンエネルギーや

交通、安価な住

宅、職業訓練、

汚染削減、水質

浄化資金の40%
を提供。 

 

Renew New 
England 

賠償に関する議

論はないが、グリ

ーン銀行の投資

に関しては、最

前線コミュニティ

に決定権 

  

Gulf South for a 
GND 

  土地の回復を明

記 
Climate 
Leadership 
and Community 
Protection Act 

 不利な立場にお

かれたコミュニテ

ィに公共投資を

優先的に割り当

てる 

 

California GND  過去の過小投資

や過剰な負担に

直面するコミュニ

ティに投資を集

中する 
 

 

経 済 を 通 じ た 
公平性を示したも

の 

賠償について議

論していないも

の 

具体的な投資対

象を提案したも

の 

賠償を明示的に

提案したもの 

GND for MA  カーボン・プライ

シングの収入を

最前線・環境正

義コミュニティの

クリーンエネルギ

ーに投資 

 

Planning for a 
Boston GND & 
Just Recovery 

 政治的に無視さ

れてきたコミュニ

ティに、公共調

達や契約を優先

する 

 

 
 

5.1.1. COVID-19の影響 
これらの政策案を比較する際の、もう一つのポイントは、COVID-19

パンデミックの影響である。このパンデミックが気候政策に与える直接

的な影響は様々であるが、米国連邦政府が迅速かつ巨額の投資を

行い、CARES法で労働者や医療システムを支援したことは、社会や

健康の危機に対処するために、必要時に迅速に政府資金が活用で

きることを示した。社会行動に関しては、パンデミックによって引き起こさ

れたライフスタイルの急激な変化は、以前は不可欠と考えられていた高

排出量の活動の多くが、気候変動に対処するために必要な革命的規

模で、置き換えが可能なことを示した[57]．例えば、通勤や会議のた

めの移動は、多くの人にとって、バーチャルなビデオ会議で置き換え

られている[22]。GND提案に対しても、パンデミックは政策起業家にと

っての機会の窓となった。気候に焦点を当てた唱道団体(adovocacy 
groups)や政策立案者は、経済的にも社会的にもパンデミックから「よ

り良く再建する(build back better)」べきだという復興の物語を手にし、

短期（パンデミック、雇用）と長期（気候変動、不平等）の2つのスケールで、

これらの目標を達成するための計画を提示した。比較検討された14
個のGNDのうち、9つはCOVID-19が2020年3月にWHOによってパンデ

ミックとして特徴づけられた後に、導入または更新されたものである。

THRIVE Agenda、「ボストンのGNDと公正な回復のための計画」、マ

サチューセッツ州のGND、Renew New England、バイデンプラン、レッ

ドディール、カリフォルニア州のGND、「再生可能な経済への人々の

方向付け」などである。パンデミックは経済と雇用の危機を引き起こし、

特に女性や非白人、低賃金、低学歴の従業員にとっての危機となっ

た[58]。したがって、COVID後のGND提案はこの政策の窓を利用し、

化石燃料経済ではなく再生可能経済に基づく、より公平な労働力を

実現するための、目標と道筋を示した。 
 

5.2. 公平性とGNDの経済的論拠 
国際的な健康危機のみならず、米国で警察による黒人殺害事件が多

発したことを受けて、2020年には制度的不平等や人種的暴力に対する社

会的関心が高まった [59]。このような意識の高まりは、より広範な環境的

不正義の問題にも目を向けさせている。化石燃料と気候変動がもたら

す健康への悪影響の不公平性は、住宅政策や土地利用計画、区画

整理における周縁化の遺産が原因であり、有色人種コミュニティや低

所得者コミュニティは、多くの場合、化石燃料源からの汚染の影響を

受けている[30]。 
このように、経済上・健康上の成果における現在の格差は、化石燃料経

済と表裏一体の関係にあり、GND政策案の多くにこの観点が組み込まれ

ている。伝統的な気候政策におけるGHG排出量削減という狭い視点をは

なれ、GND政策は、投資不足のコミュニティの健康を守るために、地域の

環境汚染に対処することが重要だと説いているのである。 
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GND政策案はまた、就業機会を提供し、生活の質を向上させ、気候

変動に対処する機会として、クリーンエネルギーや自然回復、気候災害

適応に従事する労働力の開発を支持している[6,55]。グリーンインフラへ

の投資を通じて良質な雇用を創出することは、H.R.109で示されたように

[9]、社会的な回復力を構築し、特に脆弱な地域や最前線のコミュニティ

における経済的安全を保障する。女性（とくに有色人種の女性）は、パン

デミックの間に仕事を失ったり離職したりするリスクが高いという発見に関

して、GND政策案は、経済上・社会上・健康上の不平等を維持・深化さ

せるインフラを今後も定着させるのではなく、人々やインフラへの投資を

奨励することによって、全体的な公平性を育むことができるとする[60]。 
これらの政策案は、気候変動対策への投資には、社会正義や雇用創

出の可能性を超える価値があると主張する。気候変動による経済コスト

や、環境コスト、人間の罹患率や死亡率のコストは、気候変動対策の投

資コストと比較しても莫大であると論じている（図5参照） [7,61]。これらの

提案は、米国だけでも不平等のコストが最大で1.5兆米ドルに達するとい

う理解に基づいている[62]。連邦政府のGNDに反対する人たちは、最大

93兆ドルのコストを見積もっているが、気候変動への不作為による環境コ

ストは、70年以内に、一人当たりのGDPの14％にも達すると見積もられて

いる。2019年でいえば年間で3兆ドルに達するとしている[61]。気候変動

対策は、きわめて野心的な行動への投資であっても、投資収益率がプラ

スになることが広く知られているのである[63]。 
 

5.3. 気候目標 
気候緩和の目標には、様々な表現があるが、それぞれが独自の意味

を持っている。ネット・ゼロ・カーボンやカーボン・ニュートラルといった目

標は、炭素排出が続いても何らかの除去技術に相殺すればよいことを意  
味し、ゼロカーボン排出目標は、GHGを排出する活動を経済全体で

一切認めないものである。他にも、カーボンフリー電力や再生可能電力、

ゼロカーボン運輸など、セクターレベルでの目標も存在する。 
H.R.109や、ボストンGND計画、CLCPA、サンダースGND、バイデンプ

ラン、NextGenerationEU、カナダGND協定など、いくつかのGND提案は、

これと同等か、それ以上の目標を掲げている。これらはすべて、2018年
にIPCCが提示したレベル以上の、ゼロエミッション目標ないしは排出削

減目標を掲げているのである（図3参照）。 

THRIVE Agendaやバイデンプランではそれぞれ、2035年ないしは2030
年までにカーボンフリー電力を実現するとし、ボストンGNDやRenew New 
England、マサチューセッツ州GNDではそれぞれ、2030年ないしは2035年
までに100％再生可能な電力を実現するという目標を掲げたが、電力部門

は2018年の米国のGHG総排出量の27％を占めていたため、実際には

GHG総排出量の27％を削減するという目標となる。これは、同時期までに

世界レベルで2010年の総排出量の45％を達成するために必要な目標を

下回っている。一方、経済全体で再生可能エネルギーを普及させることは、

GHG排出量を大幅に削減する。2017年のマサチューセッツでは、エネル

ギーからの炭素総排出量は、GHG排出量7300万トンのうち6820万トンを

占めていた[64]。したがって、2035年までにマサチューセッツ全体で100%
再生可能エネルギーを実現するGNDは、州のGHG排出量の最大93%を

削減することにつながる。 
1.5Cを超える気候変動の影響に関する2018年のIPCC報告書の発表で

は、現状維持では、2030年から2052年の間に地球温暖化が1.5℃に達し，

健康や生活、食料安全保障、水の供給、人間の安全保障、そして経済成

長に壊滅的なダメージを与えることになるが、それは2℃上昇の場合に比

べれば、はるかに被害が少ないことが強調されている[25]。2030年に

1.5℃を突破しないためには、世界のGHG排出量を2030年までに2010年
比で45％削減し、2050年頃にはネット・ゼロ・エミッションを達成する必要

があるとしている。ネット・ゼロ・エミッションとは、どのような基準でみても排

出量が正味でゼロになることを意味するが、2010年のレベルと比較して

45％の削減というのは、他の多くの気候変動目標が1990年のレベルを基

準に設定されている中で、混乱を招く恐れがある。 
GND提案は、特に米国では最も広範で強烈な気候政策として広められ

ている。だが、本稿で検討した、理想主義的ともいえるいくつかのGND政

策案でさえ、地球温暖化を壊滅的なレベル以下に抑えるためにIPCCが

推奨している、GHG排出削減の水準に足していないことは注目に値する。

IPCCの提案は、地球規模のGHG排出を対象としており、これらのGND提

案の焦点となっている国や地域の排出が対象ではない。米国やEU、カナ

ダは、総排出量でみても、一人当たりあたりでみても、主要な炭素排出国

であり、地球規模の排出削減目標を達成するために、他の国々よりも、国

や地域レベルでより大きな責任を負っていることに注目すべきである[65]。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図5. GND投資の3つの主な論点の概要：システム的な平等と環境正義の影響、クリーンエネルギーによる雇用と公正な移行の支援、人間・環

境・経済の回復力向上につながる気候変動の影響の軽減。 
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5.2. 実施 
実施のための戦略は、比較検討されたGND型政策案によって大き

く異なる。実施計画には、GNDの政策目標を実現するための財政

的な道筋を決定することと、これらの目標を達成するために必要な

行動を正当化するために、特定の政策のための法的・政治的な基

盤について戦略を立てることが含まれる。例えば、ボストン市議会議

員のMichelle Wu氏（2021年の市長選に出馬）が策定した、「公正な

回復のためのボストンGND提案」は、市全体のカーボン・ニュートラル

のためのハイレベルな目標を設定しただけでなく、ネット・ゼロ・カーボ

ンの建物を要求するなど、市レベルで実施すべきアクションを具体化

し、市の政策を支援する政策環境をつくりだすために、州や地域レ

ベルでの政策アドボカシー目標を設定している。 
詳細な実施計画を提供するという点では、もう一方の端にあるの

がカナダGND協定で、3ページのマニフェストとして、実施への道筋

を伴わない大まかな気候目標と社会的目標を示している。ほとんど

のGND提案は、この2つの例の中間に位置している。 
GND型政策案の中には、明確に定義された価値観に基づいて、

大まかな社会的な質的目標を掲げているものや、時には数値目標

を示しているものもあるが、政策の道筋や実現方法は明示されていな

い。注目すべきは、この記事を書いている時点で実施されている、

CLCPAとNextGenerationEUという2つのGND提案である。CLCPA
では、実施だけでなく具体的な目標の策定までを、州政府機関の

スタッフや、企業経営者、活動家たちによって構成されるワーキング

グループに委ねるという、独自のアプローチをとっている。

NextGenerationEUも同様に、大まかな目標とともに、それぞれの部

門や地域の目標達成と評価のための具体的な計画を、策定するタ

イムテーブルを示している。 
なぜ、これらのGND政策案には、詳細や計画にこれほどの差異

が見られるのだろうか？ 差異の原因としては、いくつかの要因があ

る。まず、選挙で選ばれた政治家や政策立案者が提案したGND
は、その具体性のレベルが管轄のレベルに関係している。市政府

の代表者は市民と対話し、気候政策の「最前線」で働き、より高い

レベルの政府からの資金援助を受けている。それに対して、連邦

レベルの政策立案者は、後で詳細を決定するような、新たなアジェ

ンダを設定しているのかもしれない。同様に、唱道団体は、南部湾

岸GNDやカナダGND協定のように、詳細は後回しにして、政策立案

者によるアジェンダ設定を促すために、価値観や大まかな目標を設

定することに関心があるのであろう。しかし全てがそうとは限らず、

唱道団体の中には専門的な知識を持っており、「再生可能な経済

への人々の方向付け」のような、単なるビジョンではなく、実施に移

すための政策を策定する力量をもったものもある。これとは別に、レ

ッドディールは先住民の革命的な文書として、独立の承認を求め

ており、提案書に記載されているビジョンは「米国の植民地州の範

囲を超えた行動を求めるもの」であるため、政策の道筋を記述して

いない[50]。活動家や地方自治体とは対照的に、州や連邦政府、

国際機関の政策立案者は、じかに政策を実施する立場にないこと

が多い。実施は、エージェンシーやコンサルタント、パートナー組

織、あるいは地域レベルの政府が責任を負うことになる。 
管轄区域のほかには、計画がどのように使用されることを意図し

ているかによって、その深さと詳細さが違ってくる。アジェンダ設定と

政策立案は別である。GND政策案が主に活動家によって作られたか、

政策立案者によって策定されたかによって、アジェンダ設定か政策提

案かに違いが出てくるのである。政策立案者によって提案されたGND
型政策案の中では、選挙候補者によって作成された提案が、最も詳

細な実施計画を示している。政治家が提案したGND型政策案は、連邦 
 

レベルではバイデンプランやサンダースGNDが、政党のプログラムと

して実施計画が充実しているのに対し、現職の政治家が提案した

GNDやNextGenerationEUは、規制機関に実施計画の策定を指示す

る一般的なビジョンを示すにすぎない。州レベルでは、ニューヨーク

とカリフォルニアが大まかな目標を設定して実施責任を他に委ねて

いるのに対し、マサチューセッツのGNDは州議会の選挙候補者によ

って作成され、大まかな環境と正義の目標を達成するための、具体

的な政策ステップを提案している。検討対象となった唯一の地方自

治体の提案は「公正な回復のためのボストンGND提案」であるが、こ

れは市長選の候補者によって提案されたものであり、非常に焦点を

絞った道筋と、実施のための具体的な詳細が特徴である。ニューヨ

ークやボルダー、シアトルなど、他の都市のGND型の気候政策を研

究したケーススタディでは、具体的な目標が示されているが、それを

達成するための道筋はまだ開発途上であるという[66]。これは、候補

者による政策案と、現職の政策立案者が提案する政策案の、本質的

な違いを反映しているのかもしれない。また、地方自治体レベルの政

策では、特に公平性と民主主義の原則に基づいた政策にとっては、

幅広いステークホルダーの関与とフィードバックの重要性が反映されて

いるのかもしれない。 
 

6. 結論 
GND型の政策案は、気候変動対策を促進し、経済的機会を創出し、

社会的公正を推進するという、3つの共通の目標を共有している。この

多面的なアプローチは、気候変動の損害やコストをうまく最小化し、

より公平で公正で豊かな社会に向かって進むために、環境的な変革

とならんで社会的・経済的な変革の必要性を認識している[25]。その

可能性と人気にもかかわらず、GNDは依然として議論を呼ぶ名称で

ある。このことはバイデンが大統領選挙で掲げた気候計画に関して、

GNDから意図的に距離をおいたことでも明らかである。2021年半ば

には、バイデンとハリスの新政権がGNDフレームワークの中核要素を

取り上げ発展させてゆく中でも、連邦レベルでGNDが明確に支持され

ているとまでは言えない[67]。しかし、GND対する躊躇が見られるも

のの、バイデン政権の気候政策アプローチは、視野の狭いコスト志

向の効率性重視の経済的アプローチではなく、再生可能エネルギ

ーの革新を社会正義や最前線コミュニティへの投資と結びつけるもの

である。つまり、より統合的なアプローチへと移行する、気候政策フレ

ームワークの新たな波の一部と見受けられる。バイデン＝ハリス政権

が、気候・エネルギー投資やエネルギー関連の職業訓練を、COVID
復興法とインフラ投資法に組み入れたことは、GND型政策の優先事

項を、人々やコミュニティへの公共投資を含む他の広範な政策に、

結びつけうる戦略的な可能性を例示しているのである。 
この分析に基づいて、GND型政策の進化と発展に関する今後の

研究では、さらなる政策案を、とりわけ米国や世界各地で出現している

自治体レベルの提案を、調査することができよう。パンデミック復興投

資と、GND型の投資との統合に関して、更なる研究を行うことも価値

があるだろう。その他のインパクトのある今後の研究としては、すでに

制定されたGND型提案の実施と、その結果の評価が含まれるであろう。 
H.R.109やTHRIVE Agenda、その他の多くのGND型政策案の未来

がどうなるかは分からないが、14個のGND型政策案に関する本稿の

テキスト分析は、GNDがすでに世界の国々の様々なレベルの政府に

おいて、気候政策に消すことのできない刻印を残したことを見いだし

た。GND型政策案の中には、政策立案者によって推進されていない

ものや、唱道団体による最初の提案からほとんど前に進んでいない

ものもあるが、NextGenerationEUやニューヨークのCLCPA、そしてバ

イデンの気候アジェンダが法制化されたことは、気候変動の経済的・ 
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社会的・環境的側面に同時に対処する政策を求める機運が高まっ

ていることを示している。 
GNDフレームワークは、2020年初頭にCOVID-19のパンデミック

が始まる前に開発され、若者たちのサンライズ運動や、最年少の議

員であるアレクサンドリア・オカシオ＝コルテスからの強い支持を得

て、初めて提案された[2]。気候激変はパンデミックの前からすでに

深刻であったが、大規模な公共投資やGND型の政策を求める声は、

パンデミックの壊滅的な経済的影響を受けて再燃し、2021年にはバイデ

ン政権が、2021年アメリカ雇用計画や、2022年連邦予算計画、2021
年インフラ投資・雇用法をつうじて、気候インフラへの徹底的な投資

を呼びかけたことで具体化された[68-70]。また，社会的・環境的不正

義に対する意識の高まりや、世界中で頻発する気候災害への懸念も、

気候危機のあらゆる側面に対処する新時代の統合的気候政策を求める

機運を高めている。政治と経済の状況は2020年に大きく変化し、経

済全体の革新的政策のために、新たな機会の窓をもたらした。

GND型の政策案が新たに提起されるにつれて、危機の時期に大規

模な公共投資を行うことを唱道することが、ありうえき政策の道筋とし

て、正当性を獲得したことは明らかである。 
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